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（単位：百万円）

Ⅰ   資    産    の    部
１       

  22,495   18,933   3,561
0 9,900 ▲ 9,900

11 15 ▲ 3
42 16   26
－ 0 ▲ 0

229 244 ▲ 15
116,771 117,777 ▲ 1,005

  18   20 ▲ 1
▲ 2 ▲ 3   0

139,566 146,905 ▲ 7,338
２       

特  定  資  産       

5,000   0   5,000
  11,269   16,666 ▲ 5,396

16,269 16,666 ▲ 396
その他固定資産       

  7,202   6,510   691
203 181   21
56 65 ▲ 8
80 86 ▲ 5

3,527 3,527 ▲ 0
4 290 ▲ 286

396 129   267
－ 99 ▲ 99

  1,883   2,193 ▲ 309
  14,400   14,175   224

136,850 153,983 ▲ 17,132
157,700 167,361 ▲ 9,660

73 79 ▲ 6
403 385   17

  33   30   2
▲ 30 ▲ 30   0

322,787 349,071 ▲ 26,283
339,057 365,737 ▲ 26,679

  478,624   512,642 ▲ 34,018
Ⅱ   負    債    の    部       

１       
  449   306   142

1,111 1,098   12
482 491 ▲ 9

1,548 1,684 ▲ 135
19 15   4
－ 2,900 ▲ 2,900

  176   110   65
3,786 6,606 ▲ 2,819

２       

750 654   96
2,800 －   2,800

  114   131 ▲ 16
3,664 785   2,879

３       
  9,791   10,358 ▲ 567
  467,974   499,313 ▲ 31,338
  723   760 ▲ 37

478,489 510,432 ▲ 31,942
  485,941   517,824 ▲ 31,882
      

１       

13,306 13,306   －
13,306 13,306   －

  13,306   13,306   －
２ ▲ 20,623 ▲ 18,487 ▲ 2,135

  2,963   3,359 ▲ 396
▲ 7,316 ▲ 5,181 ▲ 2,135
  478,624   512,642 ▲ 34,018
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指 定 正 味 財 産 合 計
(うち特定資産への充当額)
一 般 正 味 財 産
(うち特定資産への充当額)
正 味 財 産 合 計
負 債 及 び 正 味 財 産 合 計

出 捐 金

長 期 借 入 金
退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債 合 計
共 済 契 約 等 準 備 金

支 払 備 金
責 任 準 備 金
そ の 他 危 険 準 備 金 等

共 済 契 約 等 準 備 金 合 計
負 債 合 計

Ⅲ   正  味  財  産  の  部
指 定 正 味 財 産

預 り 保 証 金

資 産 合 計

流 動 負 債
買 掛 金
未 払 金
未 払 法 人 税 等
保 険 代 理 預 り 金
賞 与 引 当 金
短 期 借 入 金
そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計
固 定 負 債

固 定 資 産 合 計

ソ フ ト ウ ェ ア 等
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定
貸 付 金
投 資 有 価 証 券
特 定 金 銭 信 託 等
保 険 料 積 立 金
差 入 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他 固 定 資 産
貸 倒 引 当 金

そ の 他 固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

固 定 資 産
(1)

有 価 証 券
投 資 有 価 証 券

特 定 資 産 合 計
(2)

建 物
構 築 物
機 械 装 置
器 具 備 品
土 地

流 動 資 産 合 計

流 動 資 産
現 金 預 金
有 価 証 券
売 掛 金
未 収 金
未 収 会 費 ・ 掛 金
未 収 収 益
預 け 金
短 期 繰 延 税 金 資 産
そ の 他 流 動 資 産
貸 倒 引 当 金

  貸      借      対      照      表  

２０２０年３月３１日   現在

科 目 当 年 度 前 年 度 増 減



（単位：百万円）

Ⅰ

1
      

  11,636   11,787 ▲ 150
  31   38 ▲ 7
  3,420   3,347   72
  178   10,572 ▲ 10,393
  31,375   35,842 ▲ 4,466

責 任 準 備 金 戻 入 31,338 35,517 ▲ 4,178

危 険 準 備 金 等 戻 入 37 325 ▲ 287
  30   32 ▲ 2

  46,674   61,622 ▲ 14,948
      

  47,840   49,963 ▲ 2,123

給 付 金 ・ 共 済 金 等 43,204 45,665 ▲ 2,460

会 費 等 返 還 金 1,291 1,357 ▲ 65

委 託 費 900 837   63

製 造 原 価 1,098 1,076   21

人 件 費 412 418 ▲ 5

物 件 費 876 525   351

そ の 他 の 事 業 費 55 83 ▲ 28

562 430   131

人 件 費 293 275   17

物 件 費 268 155   113
  48,402   50,394 ▲ 1,992
▲ 1,728   11,227 ▲ 12,956

2       

      

  128   4   123

－ 20 ▲ 20
  128   24   103
      

  36   73 ▲ 36

－ 20 ▲ 20
  36   93 ▲ 56
  91 ▲ 68   160
▲ 1,636   11,159 ▲ 12,795
  516   526 ▲ 9
▲ 17 ▲ 17   0
▲ 2,135   10,650 ▲ 12,785
▲ 18,487 ▲ 29,137   10,650
▲ 20,623 ▲ 18,487 ▲ 2,135

Ⅱ       

  －   －   －
  13,306   13,306   －

  13,306   13,306   －

Ⅲ ▲ 7,316 ▲ 5,181 ▲ 2,135

事 業 収 入

 正　味　財　産　増　減　計　算　書 

自 2019年4月1日    至 2020年3月31日

科 目 当 年 度 前 年 度 増 減

一 般 正 味 財 産 増 減 の 部

経 常 増 減 の 部

（1）経　常　収　益

会 費 ・ 掛 金 収 入

貸 付 金 利 息

（1）経　常　外　収　益

資 産 運 用 収 入

共 済 契 約 等 準 備 金 戻 入

そ の 他 の 収 入

経 常 収 益 計

（2）経　常　費　用

事 業 費

管 理 費

経 常 費 用 計

当 期 経 常 増 減 額

経 常 外 増 減 の 部

法 人 税 及 び 住 民 税 等

雑 収 入 等

共 済 制 度 終 了 益

経 常 外 収 益 計

（2）経　常　外　費　用

雑 支 出 等

共 済 制 度 終 了 返 還 金

経 常 外 費 用 計

当 期 経 常 外 増 減 額

税引前当期一般正味財産増減額

法 人 税 等 調 整 額

当 期 一 般 正 味 財 産 増 減 額

一 般 正 味 財 産 期 首 残 高

一 般 正 味 財 産 期 末 残 高

指 定 正 味 財 産 増 減 の 部

当 期 指 定 正 味 財 産 増 減 額

指 定 正 味 財 産 期 首 残 高

指 定 正 味 財 産 期 末 残 高

正 味 財 産 期 末 残 高

2



１  重要な会計方針
  (1) 有価証券の評価基準及び評価方法
    ア  売買目的有価証券　　　 　 　 時価法（売却原価は移動平均法により算定）
    イ  関連会社株式 移動平均法による原価法
    ウ  その他有価証券
　　　　　時価のあるもの　　 　   　 時価法（売却原価は移動平均法により算定）
　　　　　時価のないもの　　    　　 移動平均法による原価法
  (2) 固定資産の減価償却
    ア  有形固定資産については、旧法人税法の規定に基づく定率法を採用しています。 
        ただし､平成10年4月1日以降に取得した建物､及び平成28年4月1日以降に取得した建物
      附属設備並びに構築物については定額法を採用しています。
    イ  無形固定資産については、法人税法の規定に基づく定額法を採用しています。
      ただし、当会利用のソフトウェアについては、利用可能期間(７年以内)に基づく定額法
      によっています。
  (3) 引当金の計上基準
    ア  貸倒引当金
        債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、特定
      の債権については債権の回収可能性を勘案して回収不能見込み額を計上しています。
    イ  賞与引当金
        賞与の支給に備えるため、支給対象期間にかかる当期負担額を見積り計上しています。
    ウ  退職給付引当金
        退職給付の支出に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき計上し
      ています。
  (4) 共済契約等準備金の計上基準
      共済契約等準備金は、将来の給付に備えて積立てている準備金であり、保険業等におけ
    る責任準備金の計算方法を準用して算定した金額を計上しています。
  (5) 消費税の会計処理は税抜方式によっています。
  (6) 税効果会計の適用
　　　税引前の当期一般正味財産増減額と法人税等の金額を合理的に期間対応させ、より適正
　　な当期正味財産増減額を計上することを目的として税効果会計を適用しています。

２  特定資産の増減及びその残高
    特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりです。

(単位：百万円)
前期末残高 当期末残高

－  5,000  
16,666  11,269  
16,666  16,269  

３  特定資産の財源等の内訳
    特定資産の財源等の内訳は、次のとおりです。

(単位：百万円)

5,000  －  
11,269  －  
16,269  －  

４  担保に供している資産
    長期借入金の担保として、特定金銭信託20,808百万円を供しています。

５  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
    固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりです。

(単位：百万円)

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

科 目

合　　　計

投 資 有 価 証 券
合　　　計

科 目 当 期 末 残 高
う ち 負 債 に
対 応 す る 額

有 価 証 券 5,000  －　

投 資 有 価 証 券
有 価 証 券

2,963  13,306  

当期増加額

－  
5,000  

当期減少額

5,396  
5,396  

う ち 指 定 正 味 財産
か ら の 充 当 額

う ち 一 般 正 味 財 産
か ら の 充 当 額

－　11,269  
2,036  2,963  

科 目 取  得  価  額 減価償却累計額 当 期 末 残 高
建 物 28,127  20,925  7,202  
構 築 物 1,039  836  203  

3

機 械 装 置 640  583  56  
器 具 備 品 437  356  80  

合　　　　　計 30,244  22,701  7,543  



６　引当金の増減及びその残高
    引当金の増減額及びその残高は、次のとおりです。

(単位：百万円)

(注)  当期減少額のその他の数値は洗替えによる減少額です。

７　共済契約等準備金の増減及びその残高
    共済契約等準備金の増減額及びその残高は、次のとおりです。

(単位：百万円)

８  退職給付関係
  (1) 採用している退職給付制度の概要
　　　確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けています。
  (2) 退職給付債務及びその内訳

(単位：百万円)
   ①　 退  職  給  付  債  務
   ②　 退 職 給 付 引 当 金

  (3) 退職給付費用に関する事項
(単位：百万円)

   ①　 勤　  務　  費　  用
   ②　 退  職  給  付  費  用

  (4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
　　　退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末要支給額を基礎として計算
　　しています。

９　金融商品の状況に関する事項
  (1) 金融商品に対する取組方針
　　　当会では、相互扶助事業の財源の一部を運用益で賄うため、債券、株式等により資産運用を
　　行っています。なお､金融現物商品の代替として先物取引を行っていますが､その投資額は金融
　　現物商品の範囲内に限定しています。
  (2) 金融商品の内容及びリスク
　　　投資有価証券は、債券、株式等であり、発行体の信用リスク、市場価額の変動リスクにさら
　　されています。
  (3) 金融商品のリスクに係る管理体制
　　ア　資産運用規程等に基づく取引
　　　　金融商品の取引は、当会の資産管理規則及び毎期の資産運用方針に基づき行っています。
　　イ　信用リスク及び市場リスクの管理
　　　　投資有価証券については時価を定期的に把握し、理事会に報告しています。

10　賃貸等不動産の時価等
  (1) 賃貸等不動産の状況に関する事項
　　　当会では、東京都その他の地域において、収益事業用資産として賃貸オフィスビル及び
　　賃貸住宅等を所有しています。
  (2) 賃貸不動産の時価等に関する事項

（単位：百万円）

(注1)貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した
     金額です。
(注2)当期末の時価は、土地については主として不動産鑑定評価額に基づいて当会で算定
　　 した金額であり、建物等については適正な帳簿価額です。

貸倒引当金(固定)
賞 与 引 当 金 15  

25  
－  19  

8  

467,974  

そ　の　他
貸 倒 引 当 金 34  33  －　 34  33  

貸倒引当金(流動) 3  2  

－  114  
19  
30  30  

－　 3  

退 職 給 付 引 当 金

科 目 期 首 残 高 当期増加額
当　期　減　少　額

期 末 残 高
目 的 使 用

723  
合　　　　　計 510,432  478,489  

危 険 準 備 金 等

科 目 期　首　残　高 期　末　残　高 増　　減　　額
支 払 備 金 10,358  9,791  ▲567  

2  

▲31,338  

131  

30  －　 30  
15  

760  
▲31,942  

114  

　うち相互扶助部責任準備金 498,257  
▲37  

467,082  ▲31,175  
責 任 準 備 金 499,313  

114  

9  
9  

4

当　期　末　の　時　価
31,857

貸借対照表計上額
10,916



11　税効果会計関係
  (1) 繰延税金資産及び繰延税金負債発生の主な原因別内訳は、次のとおりです。

（単位：百万円）

未払事業税等加算額
賞与引当金
一括償却資産損金算入限度超過額
退職給付引当金

合併時土地受入差額
合併時退職給付引当金受入差額
その他損金不算入額

  (2) 法人税法上の非収益事業と収益事業の区分は､次のとおりです。
（単位：百万円）

  (3) 法人税法上の収益事業に係る法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との
    差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率
(調整)　寄付金等永久に損金に算入されない項目等
        その他
　　　　税効果会計適用後の法人税等負担率

12　資産除去債務
　　　当会の保有する建物には、一部アスベスト等の有害物質を用いている物件があること
 　 から、将来その建物を撤去する際や賃借事務所の原状復帰の際には資産除去費用の発生
　　が見込まれています。
　　　しかしながら、その規模は些少であると見込まれることから、財務諸表では資産除去
　　債務を計上していません。

繰延税金資産及び繰延税金負債

－　

13  
合併時建物等受入差額及び減損損失等

項 目

432  －　

6  －　

繰延税金資産 繰延税金負債

13  －　

－　

23  
537  134  

純 額  

項 目 非収益事業 収 益 事 業

403  

合 計

▲0.9%     

寄 付 金 損 金 算 入 限 度 額 (B) －　 7  7  
小    計 (C)＝(A)＋(B) ▲2,732  1,102  ▲1,629  

税引前当期一般正味財産増減額 (A) ▲2,732  1,095  ▲1,636  

516  
▲17  

▲2,135  

45.2%     

47  

－　

132  
－　 1  

－　

▲2,732  596  

小 計

法 人 税、住 民 税 及 び 事 業 税 (D) －　 516  
法 人 税 等 調 整 額 (E) －　 ▲17  
当期一般正味財産増減額 (A)-(D)-(E)

項 目 率
34.6%     
11.5%     
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